
事後評価シート
主管課・室長：環境協力室長

施 策 名 Ｉ-９－(2)開発途上地域の環境の保全等に関する国際協力

施 策 国際社会での持続可能な開発のための取組にイニシアティブを発揮する
の ことを目指し、開発途上国における持続可能な開発のための取組に対する
概 要 支援を行うなど、国際協力における知的貢献とそのための戦略づくりを強

化する。

目 標 開発途上地域の環境と開発の統合に向けた自助努力を支援するとともに
及び 各種の環境保全に関する国際協力を積極的に推進する。
指 標
(参考
指標)

目 標 日中韓三カ国環境大臣会合等を開催し、具体的な環境協力プロジェクト
の の進捗状況等について報告した。また、北東アジア地域の５カ国（日本、
達成状況 韓国、中国、モンゴル、ロシア）の環境専門家に情報交換・政策対話のた

めの会合等を実施した。

評 価 開発途上国における環境保全は喫緊の課題であり、技術面・資金面等に
関し、我が国等先進国への協力要請は強いものがある。当省に対しても、
途上国の環境行政能力の向上に係る協力・支援についての要望が増加して
いる。
これらに対応するため、省内関係部局で環境協力事業を実施している
が、これまで実施してきた経験からの情報やノウハウ等を蓄積し、次の協
力に活かす体制が整ってない。また、それぞれの協力団体等が個別に活動
しており、一元的な支援システムが構築されていないなど、途上国のニー
ズに応え切れていないのが現状である。

今 後 環境保全分野での国際協力については、途上国、関係機関、ＮＧＯ等が
の その重要性の認識を高めて取組を拡大させている。我が国は、これまで環
課 題 境協力に多大な資金・人材・ノウハウを投じてきたが、被援助国により適

した技術の移転や低コスト化など、更に効果的・効率的な協力を求められ
ており、各国のレベルに応じた技術やノウハウ等の移転が必要となってき
ている。
環境省においては、予算、人員等の制約から、要請・要望に十分応えら
れないといった問題も生じている。今後、体制の整備や予算措置を図ると
ともに、限られた体制の中で、効率的な対応をどのように行うかが検討課
題。

政策効果
把握の
手法及び
関連資料

添付資料
(別紙)

http://www.env.go.jp/earth/coop/coop/policydialog_j.html#d


(別紙)

事務事業評価シート

施策名 Ｉ－９－(2)開発途上地域の環境の保全等に関する国際協力

事務事業名 効果 及び 評価 主な関連予算事項、税制等

ア．開発途上地域の環 北東アジア地域の国々と ・中国の環境保全のための協力推

境の保全への協力 の環境政策対話や環境協力 進費 （４０百万円）

プロジェクトの推進、開発

途上国の環境に関する調査 ・北東アジア環境協力推進費

の実施及び支援戦略の検 （１４百万円）

討、特に、中国の環境保全

に関する情報交換、人的交 ・２１世紀初頭における環境・開

流の実施等を通じ、北東ア 発統合支援戦略策定費

ジア地域を中心とした開発 （６５百万円）

途上にある国や地域の環境

保全に寄与している。当該 ・日中韓環境協力推進費

地域の環境保全は十分では （２３百万円）

なく、今後ともこれらの取

組を通じ、日本のイニシア ・環境協力事業評価手法策定・実

ティブを一層発揮する必要 施費 （１２百万円）

がある。

イ．地方公共団体又は 地方公共団体への調査の ・地方公共団体・ＮＧＯ等が連携

民間団体等による活 結果、８６団体が環境協力 して行う環境協力を推進するモ

動の推進 を実施している。この調査 デル事業 （２２百万円）

では、国に対し、情報提供

や人材育成、財政支援や業

務支援等の要望が寄せられ

ており、引き続き地方公共

団体等との連携促進を図る

事業に対する要請は大きい

ことから、支援及び連携の

促進を推進する必要があ

る。

地球環境基金によるＮＧ

Ｏ支援に対しては、具体的

協力の必要性が高く、熟度

も高いものが多いにも関わ

らず、資金総額の上限から

支援を見送っている活動・

団体もあり、今後ともこの

ような支援を一層充実する

必要性がある。

http://www.eic.or.jp/jfge/


ウ．国際協力の実施等 開発途上地域に融資や投 ・我が国の海外事業に係る環境配

にあたっての環境配 資を行う世界銀行などの各 慮方策検討調査（２０百万円）

慮 種国際機関等の融資業務に

おける環境配慮やそれに基

づく具体的な環境配慮手続

き等に関する最新情報を取

りまとめ国内の関係機関等

に広く提供した。

国際協力事業における環

境配慮の分野は、国際的に

も手続や基準が進展しつつ

あることから、今後も専門

的知見に基づく協力を強化

していく必要がある。

エ．国際協力の円滑な 環境協力専門家の確保、 ・技術協力効率化推進事業費

実施のための国内基 育成を図るための登録制度 （４６百万円）

盤の整備 の運用や研修を実施した。

また、技術移転に必要な富

栄養化に係るテキストを作

成した。

環境協力のための国内基

盤整備は、ＪＩＣＡや地方

自治体等の環境協力に携わ

る関係機関との適切な連

携、役割分担の下、引き続

き充実強化を図る必要があ

る。

http://www.env.go.jp/earth/coop/coop/expert_databank_j.html



